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１．はじめに 

1.1．研究の背景と目的 

 近年，日本では風水害をはじめとする自然災害が

頻発している．九州地方においても平成 30 年 7 月

豪雨や令和 2 年 7 月豪雨などが発生し，人的被害の

みならず建物，道路，農産物などにも大きな影響を

与えている．そのようななか，国土交通省の社会資

本整備審議会では，都市政策において居住安全確保

のための方策が検討されており，今後の日本は人口

減少と高齢化社会に突入し，財政的に厳しいなかで

災害リスクを考慮した都市づくりをしていかなけれ

ばならない．また長期的な人口減少過程を迎えるに

あたり，限られた財政資源を都市に投資し，安全な

地域に人口・都市機能を集約する政策が求められる

だろう．そこで本研究では，大分県全域を対象とし，

人口減少時代においても生活利便性を確保できる拠

点の形成，県全域及び設定した拠点の災害リスク評

価を行い，将来の都市構造を検討することを目的と

している． 

 

1.2．既往研究と本研究の位置づけ 

 先行研究として，大分市高田地区において水害対

策やまちの変遷を辿り，現在までの災害文化や水害

リスクを明らかにし，人口減少時代における地区構

造のあり方について考察することで，空間構造の提

案を行なっている（吉村 2020）．また，災害リスク

と人口減少の関係に関する既往研究として，全国を

俯瞰した災害リスク暴露人口の分析を行なっている

（池永 2015）．さらに，土地利用と災害暴露人口に

関する既往研究として，日本全国を対象に土地利用

や都市計画区域による暴露人口の変化の分析を行っ

ている（松中 2018）．しかし，市町村単位での災害

暴露人口の算出や様々な災害を考慮したマクロな視

点からの空間構造の提案は行われていない．そこで

本研究では大分県全域を対象とし，人口減少下にお

いても生活利便性を維持できる拠点の設定，県全域

及び拠点における災害リスク評価を行い，将来都市

構造の提案を行う． 

 

1.3．研究フロー 

 大分県全域の人口動態については，国土数値情報

の将来人口推計を用いて，大分県における人口動態

を地理情報システム（GIS）により分析することで将

来的に人口減少率が低く，都市機能が維持可能な地
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域の抽出を行った．拠点となる地域の抽出では，国

土数値情報の公共施設データ及び，インターネット

サイトのマピオンより施設のポイントデータを作成

し，生活利便性の高い地域を抽出したのち拠点の設

定を行った．災害リスク評価では，国土数値情報の

各種災害のポリゴンデータ及び地震調査研究推進本

部ホームページより確率論的地震予測地図を用い，

大分県における災害暴露人口の算出を行った． 

 

２．研究対象地の概要 

 大分県は九州の北東部に位置し，地形・地質と

もに複雑で多様であり，くじゅう山群をはじめ由

布・鶴見・祖母・傾の山々が連なっている．また

これらの山々から流れる水流は筑後川・山国川・

大分川・大野川・番匠川を主要河川とし，豊富な

水資源をもたらしている．海岸線は総延長 758km
で，北部は周防灘，南部は豊後水道にそれぞれ面

し，リアス式海岸と変化に富み豊富な水産資源に

も恵まれている．（大分県 2020） 

 

３．大分県全域の人口動態 

3.1．将来人口の推移 

 大分県の将来人口の推移を示す．人口データにつ

いては，国土交通省「国土数値情報ダウンロード」

より，500m メッシュ別将来推計人口（H30 国政局

推）を用いた．推計方法は，人口データ（500mメッ

シュ）を小地域で按分することにより，各小地域の

2020 年から 2050 年までの人口を集計した．今回は

変化の大きい 2050 年の人口推計を図 1 に示す． 

図 1 2050 年 将来人口推計 

2050 年の人口推計では，大分市，別府市，由布市，

日出市に人口が集中しているのがわかる．県西部や

県北部では，市町のほとんどが 500 人以下の地域に

なり，人口減少が著しく進行していることが判読で

きる． 

 

４．拠点となる地域の抽出 

4.1．生活利便性・公共交通の利便性評価 

 拠点としては，都市計画区域と都市計画区域外の

生活利便性が高い地域の範囲を設定した．都市計画

区域内は市の中核的な区域であるため，全体を拠点

の範囲として設定している．また，都市計画区域外

での拠点に関しては以下の順番で拠点の抽出を行っ

た． 

① 大分市立地適正化を参考に，9カテゴリー15種

類の施設を拠点として必要な施設として設定 

② 500m メッシュの重心から各施設までの距離を

算出 

③ それぞれの施設までの距離を高齢者徒歩圏の

500m，一般徒歩圏の 800m を基準に表 2 のよう

に 3 つのランクに分ける． 

④ それぞれの施設のランクを積で各メッシュの

合計を求め，ランクを 1~5 に分ける．ランクの

分け方は 33=ランク 1・35=ランク 2・37=ランク

3・39=ランク 4・311=ランク 5 である． 

 
表 1 拠点として必要な施設 

 
表 2 施設までの距離におけるランク付け 
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4.2．メッシュのランク付け 

 拠点となる施設までの距離をもとに各メッシュを

ランク分けした結果を図 2 に示す． 

ランク 4 やランク 5 などの利便性の高いメッシュ

は主に都市計画区域内に広く散布している．一方で

都市計画区域外である郊外部はランク 1 のメッシュ

が広がっていることがわかる．都市計画区域外は人

口減少，高齢化率が高いため，郊外部での人口集約

や都市機能の誘導を行い，都市の効率化を図る必要

があるといえる． 

 

図 2 拠点のランク付け 

 

4.3．拠点となる地域の抽出 

 都市計画区域外で拠点となる地域は，生活利便性

の高いランク 4 とランク 5 のメッシュを拠点の中心

とし，そこから一般徒歩圏である 800m の範囲を拠

点範囲として設定した．図 3 に拠点を中心とし，一

般徒歩圏を考慮した拠点範囲を示す 

 

図 3 拠点範囲の設定 

５．大分県の災害リスク評価 

5.1．各種災害における暴露人口の算出 

 本研究では，地震・津波・洪水・土砂災害の 4 つ

を対象として，暴露人口の分布状況を把握した． 

暴露人口の算出にあたり，災害リスク暴露人口は，

リスクの規模を先行研究（池永ら 2015）を参考に，

「リスクの規模を一定以上の災害リスクにさらされ

る地域内に居住する人口」として定義する．災害リ

スクの程度については，居住は継続できるが住居内

部の家具に甚大な損害が生じる「生活被害レベル」

と，住居の全半壊や浸水，土砂により居住が継続で

きなくなる「住居被害レベル」の 2種類を設定し，

それぞれの災害に対しての基準を表 3 に示す． 

 
表 3 災害リスクレベルの基準 

 

5.2．暴露人口の算出結果 

 図 4 が生活被害レベルの災害暴露人口，図 5 が住

宅被害レベルの災害暴露人口をそれぞれ市町村単位

に集計した．グラフ上の点はそれぞれの市町村に対

応している．ここでは結果が顕著にみられた浸水に

ついて考察する． 

 

図 4 浸水想定区域の面積と人口 

 

 
(c) Esri Japan, Sources: Esri, HERE, Garmin, Intermap, increment P Corp., GEBCO, USGS, FAO, NPS, NRCAN, GeoBase, IGN, Kadaster NL, Ordnance Survey, Esri Japan, METI, Esri China (Hong Kong), (c) OpenStreetMap contributors, and the GIS
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図 5 床上浸水想定区域の面積と人口 

 

 図 4 をみると，浸水想定区域面積割合が高い市町

村は見られないが，浸水想定区域内に居住している

人口が総人口の半数を超える市町村は 6 市町あった．

また，図 4 と図 5 を見ると，浸水想定区域内に人口

が多い市は住居被害レベルに該当する床上浸水想定

区域に居住している割合が高いことがわかる． 

 

5.3．複数ハザード情報の重ね合わせ 

 洪水や地震が発生した場合，土砂災害や津波など

の複合災害が発生することが予想される．そのため，

複数のハザードエリアに該当する地域の暴露人口を，

それぞれの市町村総人口に対する割合で算出した．

算出した結果を表 4，5 に示す． 
 

表 4 生活被害レベルの暴露人口 

表 5 住居被害レベルの暴露人口 

 

 生活被害レベルで評価すると，洪水・土砂災害両

方のハザードエリアに居住している暴露人口割合は

全ての市町村で 10%未満であった．一方で，地震・

津波の両方のハザードエリアに居住している暴露人

口割合は，津波の暴露人口割合と近い値をとってい

る市がほとんどであることから，沿岸部の地域では

地震・津波の両方のリスクが高いことがわかる． 

 住居被害レベルで評価すると，洪水・土砂災害両

方のハザードエリアに居住している人口割合は，生

活被害レベルと同様に暴露人口割合は低い結果とな

った．地震・津波に関しては，生活被害レベルと比

較すると暴露人口の割合が低くなっている地域もあ

った．しかし，震度が６弱以上であり，津波リスク

のある地域は災害が発生した際，被害が大きくなる

可能性が高く，防災対策の検討が必要であると考え

る． 

 

5.4．拠点となる地域の災害リスク評価 

4章で設定した拠点の災害暴露人口を算出し，各市

町村の災害リスクを詳細に把握する．ここでは，災

害リスクの高かった大分市と佐伯市を対象に，拠点

ごとの暴露人口を算出した．表 6 から表 9 が各災害

リスクレベルにおける拠点ごとの災害暴露人口，図

6，7 が拠点の位置と災害リスクの分布を示している． 

 大分市の都市計画区域内は，地震や津波，洪水な
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ど様々なハザードエリアに該当しており，地震・洪

水に関しては都市計画区域内の50%以上が危険区域

内に属していることが判別できる．また，大分市は

都市計画区域が比較的大きく，都市計画区域内の人

口と大分市全体の人口に大きな差がないため，危険

区域内人口割合も同じような結果となった． 

 佐伯市は，地震，津波，洪水，土砂災害のいずれ

に関してもリスクを有しており，拠点の数も多いこ

とがわかる．また，図 7 よりどの拠点においても災

害リスクが高く，拠点ごとに属している災害も異な

っている．そこで，拠点の状況に応じた防災対策を

考える必要があるといえる． 
 

表 6 拠点ごとの災害暴露人口（生活被害レベル） 

 

表 7 拠点ごとの災害暴露人口（住居被害レベル） 

 

表 8 拠点ごとの災害暴露人口（生活被害レベル） 

 

表 9 拠点ごとの災害暴露人口（住居被害レベル） 

 

図 6 拠点の位置と災害リスク（大分市） 

図 7 拠点の位置と災害リスク（佐伯市） 

 

６．空間計画の検討 

6.1．県土全体の空間構造の提案 

 3 章の人口動態の分析により，大分県は人口減少

期に突入する．それにより，人口減を考慮した機能

集約と，被災を想定した都市構造が必要になる．そ

こで本章では，段階的な人口・機能集約と拠点間連

携の空間構造の検討を行う．図 8，9 に人口減少と各

種ハザードエリア，拠点地域への段階的な人口・機

能集約と拠点間の連携を表した大分市，佐伯市を示

す． 

①地域構造 

 段階的集約の展開として，人口減も顕著であり，

第一段階として，都市機能の低下も著しい山間部や

郊外から拠点地域へ人口・機能を集約し，第二段階

として，拠点地域集約後も人口，機能が十分でない

拠点地域を集約していくことで，行財政にも寄与す

ることができる．そのためにはまず，都市計画区域
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の容積率緩和など，弾力的な都市計画制度の運用が

必要であると考える．  

 

②防災対策 

5 章で述べたように，どの市町村でも災害リスク

を抱えているため，災害リスクの低減化を含めた集

約を行う必要がある．そのためには，拠点内におい

て容積率の緩和やリスクを考慮した機能誘導のでき

る防災対応型の用途地域導入などが必要であると考

える．また，今後高齢者の割合が増加していくこと

が考えられ，災害時に高齢者などの要配慮者などに

対応した福祉避難所などの整備を行うことが必要で

ある． 

 

図 8 段階的な人口機能集約と拠点間の連携 （大分市） 

 

図 9 段階的な人口機能集約と拠点間の連携（佐伯市） 

 

７．総括と今後の展望・課題 

 本研究では，大分県全域というマクロな視点から

拠点設定や災害リスク評価，拠点間連携の空間計画

を検討した．大分県の災害リスク評価では，各市町

村で様々な災害リスクを保有しており，地震・津波，

洪水・土砂などのハザードが重なっている地域が多

くみられた．このことから地震や津波，浸水対策の

連携や複合災害の検討を行い，それぞれの地域の状

況に応じた防災対策の強化を行うべきである．平時

より拠点地域間での広域的な連携や地域の課題抽出

を行い，被災を想定した次のまちのビジョンを共有

し，効率的かつ迅速的なまちの復興へと繋げること

が重要であると考える． 

今後の展望としては，災害リスク暴露人口の分布

には沿岸や内陸などの環境による地域差が生じるた

め，人口集約・都市計画機能の誘導において具体的

な提案を行うために，県全域を対象にしたマクロな

視点に加えて，市町村単位や拠点などのミクロな視

点での分析が必要である，また，設定された拠点間

連携のあり方，各拠点において具体的にどのような

機能の配置・誘導を行うべきかを示す必要がある． 
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